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ＩＣＴグリーンプロジェクト 工程表

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

スマートグリッド等
の推進

(ネットワーク統合制
御システム標準化

推進事業)

技術規格の
策定・検証

IETF、IEEE、OSGi※、ITU等の標準化団体における国際標準化の推進

環境負荷低減に資する技術の導入
環境負荷低減に資する

ＩＣＴサービスの実現・普及

ＩＰｖ６センサーネット
ワーク環境マネジメ
ントシステムの実証
実験及び国際標準
化の推進

「環境ｂｙ ＩＣＴ」の
グローバル展開の

推進

民間ベースの
技術を生かし
た世界のCO２
削減への貢献

ＩＴＵ等による「ＩＣＴと気候変動」に関する標準化（ＩＴＵ研究会期）
（ICTの環境影響評価手法（全体像、製品・サービス、事業、組織レベル、国レベルの勧告の

策定） ）

前回内容を踏まえた新たな研究
（ポスト京都議定書の新たな枠組みを踏まえた必要な勧告等の検討）

モデルシステム
の実証実験

（於：中国）

IEEE・IETF等における標準化活動

モデルシステムの実証実験
（於：中国以外の第三国）

環境マネジメントシステムの国際展開

環境マネジメントシステムの中国展開

3

［※ Open Services Gateway initiative ］

京都議定書第１約束期間 ポスト京都議定書による新たな枠組み

国内における標準化戦略の策定

ＣＯ２削減の評
価手法等の実
証実験

国内における標準化戦略の策定

地域の環境負
荷軽減のための
実証実験等

ＣＯ２削減の評価手法等の実証実験

官民協調による国際会議等を活用した我が国発の評価手法やベストプラクティスモデル等の発信

第１次勧告 第２次勧告 第２次勧告



2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

4

次世代社会インフ
ラの国際展開

［海外展開支援体制構築・環境整備］ ［成功事例のモデル化による海外展開促進］

対象国・分野の
調査分析

成功事例のモデル化や地域特有のノウハウの蓄積
及びそれらのフィードバック

コンソーシアムの
立ち上げ準備

システム構築・運用・サービスビジネスの
提供について複数の案件を獲得

戦略ロードマップ
策定

世界各国での本格導入開始

官民一体となった
ファイナンスの支援

グローバルインフラ
人材育成

関連基盤技術の国際標準化推進

成
果
検
証

官民一体となったファイナンスの支援

グローバルインフラ人材育成

関連基盤技術の国際標準化推進

コンソーシアム
の立ち上げ

「次世代社会インフラシステム」の国際展開 工程表①



「次世代社会インフラシステム」の国際展開 工程表②

我が国Ｉ
ＣＴ産業
の中南米、
アフリカ、
アジア等
への積極
的な展開
を支援

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

相手国における運用開始

相手国の社会・経済のニーズに対応したモデルシステムの構築・運用

相手国における我が国ＩＣＴの導入の推進
我が国ＩＣＴの国際標準化の推進

[モデルシステムの検討・構築・運用]

[我が国の方式及び技術基準の導入、国際標準化の推進]

[相手国における運用開始/普及による海外市場の拡大]

ＩＣＴ海外展開の
推進

展開ロードマップ策定

我が国ＩＣＴの展開方策の調査分析等

我が国ＩＣＴの普及に向けた
セミナー等の積極的な実施

5

※ 具体的な取り組み内容は次ページのとおり。



「次世代社会インフラシステム」の国際展開 工程表③

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

地上デジタル放送
日本方式（ISDB-
T）等の海外展開

の推進

国内標準海外普及
の推進

連携体制

6

ISDB-T等を活用したモデルシステムとデジタル放送に関連する技術との組み合わせによる実証実験
の実施等により、技術の「見える化」を図り、世界的なISDB-T等の導入・展開を実施。

次々と増えるISDB-Ｔの採用国間での
連携を強化し、フォーラムを通じて各
国が一体となった普及活動を展開す
るための体制を確立

採用国の連携による普及
活動展開の実施

アジア地域におけ
るワイヤレスシス
テムの海外展開の

推進

相手国における、我が国の技術が採用された規格を適用した製品やサービスに係る
技術基準等の導入

次世代ＩＴＳ、センサーネットワーク、防災無線、通信、
衛星通信等の開発・実証

ＡＰＴが主催するワークショップや研修等の活動への参画等
を中心とした標準化活動

アジア地域を中心としたシステム導入・展開

ISDB-T等による実証実験の実施

我が国情報通信技術をパッケージにしたモデルシステムの検討・構築・運用

相手国における運用開始

ＩＣＴイン
フラの中南
米、アフリ
カ、アジア

等への積極
的な展開活
動を推進

[モデルシステムの検討・構築・運用]

[我が国の技術が採用された規格を適用した製品やサービスに係る技術基準等の導入の推進]

[相手国における運用開始]

ＩＣＴ海外展開の推進



2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

7

アジアユビキタス
シティ構想の推進

「次世代社会インフラシステム」の国際展開 工程表④

ニーズ調査
対象国・地域

の検討

モデル地域の設定
複数のICTモデルの集中的な実証事業の実施

実証事業の成果展開

［ ICTモデルの検討、モデル地域での集中的な実証］ ［ ICTモデルの確立、アジアへの展開促進］

実証事業、成果展開を支える人材育成の実施



デジタルネイティブ世代のパワー等を活かした新事業の創出支援 工程表

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

高度ＩＣＴ利活用
人材育成プログラ

ム開発事業

最先端ネットワー
ク技術を活用した
遠隔教育システム

の開発・実証

多様な分野のICT利活用能力を習得するための実践的
育成プログラムの開発・実証

実践的育成プログラムの
改編・版管理・公開

実践的育成プログラムの普及・活用促進

遠隔教育システムの開発及び
高等教育機関等における実証実験

高度ICT人材育成に取り組むNPO等と連携して遠隔教育システムの導入を促進

標準仕様の
策定・公開

標準仕様の
策定・公開

8

2020年度まで
に35万人の高
度ICT人材を育

成



2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

放送コンテンツの
権利処理一元化の
促進に向けた
実証実験

・権利処理窓口
一元化

・不明権利者
探索

[実証実験の実施] [センターの活動の定着]

映像コンテンツ権利処理機構を通じた
権利処理一元化システムの本格稼働

海外展開に
おける地域ご

とのall rights処
理等の実現

共同検知センターの運営
ネット上のコ
ンテンツの不
正流通を撲滅

[実証実験の実施] [センターの活動の定着、不正流通対策啓発活動]連携に向けた情報共有

成果の展開、連携へ

コンテンツ不正流
通対策に関する

実証実験

現状把握と検知・
削除要請システム

構築着手

検知・削除要請シ
ステムの機能拡

張・運用性の向上

検知・削除要請検
知・削除要請シス
テムの実用化にむ

けた改良

業者、動画投稿サ
イト運営事業者、
放送事業者等の
関係者からなる
連絡会の設置

関係者を
網羅した
対策実施

共同検知
センター
設立

デジタルコンテン
ツ力創造事業（新
事業創出）

新たなサービス・製品の
実用化や普及・海外展開

地域コンテンツ海
外展開プロジェク
ト

民主導の
「コンテンツ海外
展開促進コンソー
シアム（仮称）」の
創設、支援策検討

国際共同製作の支援
（海外メディアの募集・招へい
製作協力、翻訳）

・国際共同製作に係るノウハウの共有化・放送コンテンツ等のグローバル
展開、アジア各国等との国際共同製作等を引き続き支援

グローバル時代にお
けるICT政策に関す
るタスクフォース

「国際競争力強化検
討部会」

・海外の放送枠確保、国際共同製作等に関する実証実験
・海外展開に当たって必要な遵守事項や

効果的手法等のガイドラインの作成

デジタルコンテン
ツ創造事業（地域
コンテンツ力創
造）

地域コンテンツ力創造を促進する
環境整備

デジタルコンテンツ創富力の強化 工程表 9

新たな形態のデジタル
コンテンツ流通に係る

実証実験の実施

運用ルー
ル整備、
技術仕様
の共通化

地域からのコンテンツ発信
を強化するための基盤等

に関する実証実験の実施

運用ルー
ル整備、
技術仕様
の共通化

日本の優れたコンテンツの
継続的な発信の仕組みの構築

・権利処理窓口
一元化

・徴収分配システ
ムの構築

・電子許諾シス
テムの構築

・他の権利者団
体との連携

[基本方針の策定]

グローバル時代における
ICT政策に関するタスク
フォース「国際競争力強

化検討部会」

[基本方針の策定]

[サービス・製品の普及発展]

電子出版の推進

・デジタル出版の利活用を推進
するための技術的課題の解決 オープンな電子出版環境におけるサービスの普及・展開

[実証実験の実施]



スマート・クラウド戦略 工程表①

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

10

分野別ガイドラインの策定等の検討

産業界等で分野別ガイドラインが活用され、それぞれの分野においてASP・SaaSの利用が促進

ASP・SaaS事業者の連携に
必要となる諸機能の実証

フォーマット変換機能、
多要素認証機能、
履歴確認機能
の実証実験

情報ｱｸｾｽｺﾝﾄ
ﾛｰﾙ機能、
ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ
制御機能
の実証実験

総
合
的
な
実
証

ASP・SaaS事業者の連携が進み、利用者の利便性が向上

委託事業実施・標準仕様等の策定

標準仕様等の普及

2013年までに
「地域のＩＣＴ利
活用率」の倍増

を実現

ASP・SaaS普及促
進環境基盤整備事

業

医療、教育、ＮＰ
Ｏ等の分野におけ
るクラウドサービ
スの標準仕様化
（地域ＩＣＴ利活
用広域連携事業)

■ 利活用戦略

他国の政府にお
けるクラウドサー
ビス調達の取組事
例に関する調査

他国における
クラウドサービス

調達の取組事
例等に関する調

査の実施

方針の検討



スマート・クラウド戦略 工程表②
11

中小・ベンチャー
企業向け先進的ク
ラウドサービス創

出支援事業

施策の具体的
検討

中小・ベンチャー企業向け先進的
クラウドサービス創出支援

成果の普及・展開

[課題の検討] [調査研究・実証実験の実施]

2020年度までに我
が国が強みを持つ

ネットワーク技術等
を活かし、かつ世界

最先端のブロードバ
ンド基盤を最大限活

用した先進的クラウ
ドサービスが創出さ

れる
[サービスの普及]

新ICT利活用サービ
ス創出支援事業

ＩＣＴを利活用した新規サービス、ソリューションの開
発・実証プロジェクト
→技術の確立、技術標準化、運用ガイドラインの策定

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度■ 利活用戦略

分野・課題
の検討

分野・課題
の検討

分野・課題
の検討

ICTの徹底利活用の
促進による持続的経

済成長・新たな市場
の創造

[開発・実証等の実施]

成果の普及・展開

[普及・展開]



スマート・クラウド戦略 工程表③

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

12

「最先端のグリーンクラウド基盤構築に向けた研究開発」の実施
研究開発成果を活用した

製品・サービスの商用化の支援
研究開発成果を活用した

製品・サービスの普及展開の支援

最先端グリーン
クラウド基盤技術
（クラウドサービ
スを支える高信

頼・省電力ネット
ワーク制御技術）

日本発のクラウド連携技術の標準化を行う
「グローバルクラウド基盤連携技術フォーラム（GICTF）」の活動支援

ＩＴＵ－Ｔ及び諸外国の標準化団体等における
クラウドに関係する標準化の推進

高信頼・省電力なクラウド制御技術の確立 商用化・成果展開 クラウドに関する市場の拡大を促進

［標準化・研究開発の推進］

［研究開発成果の商用化］
［製品・サービスの普及］

■ 技術戦略

新世代ネットワー
ク基盤技術

基礎技術開発の実施

大規模国際相互接続・社会実証

大規模ネットワーク実証

新世代ネットワーク推進フォーラムにおける産学官連携による取組

諸外国の関連機関との連携

ＩＴＵ－Ｔ FG-FN
における取組推進 ＩＴＵ－Ｔ SG13等における標準化の推進

［研究開発の実施、標準化の推進等］
［研究開発成果の実用化］ ［普及展開］

新世代
ネットワーク
を実現

2009年度採択課題

2010年度採択課題

2011年度採択課題

※2012年度以後も、公募・採択を行う

継続評価・終了評価・追跡評価によるプログラム、評価体制等の見直し

研究課題への継続・研究者育成・国際標準獲得・実用化、事業化展開

日本発のクラウド
要素技術を育成す
るための競争的資
金制度の創設

(戦略的情報通信研
究開発推進制度)

ネットワーク仮想化
基盤技術の確立

ユーザ指向ネットワーク
サービス基盤技術の確立

利用者の要求に応
じた複数の新しい
通信サービスを単
一の通信インフラ

上で実現



スマート・クラウド戦略 工程表④

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

13

OECD内におけるク
ラウドコンピュー
ティングの社会・
経済に与える影響

の分析調査

ＯＥＣＤ
情報コン

ピュータ通信
政策委員会の

活動計画検討

クラウドコン
プューティングの
社会に与える影
響について調査
分析を実施

分析レポートの
作成

国内政策作成への
フィードバック

APECを活用したク
ラウドコンピュー
ティングの普及

促進

TELMIN8
10月開催

達成目標

APEC TEL会合
（年２回開催）

TELMIN9

APEC首脳会合

検証

■ 国際戦略

クラウド研究開発プラットフォーム（仮称）
アジア・太平洋クラウドフォーラム（仮称）

等の開催



グローバル展開推進体制の確立 工程表

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

14

情報通信技術コン
ソーシアムの組成
と国際展開の推進

（再掲）

［海外展開支援体制構築・環境整備］ ［成功事例のモデル化による海外展開促進］

ＩＳＤＢーＴイン
ターナショナル・

フォーラム
の活用

フォーラムへの参加（年１回程度開催）

対処方針の検討／開催結果の分析／連携及び展開方策の検討

技術、人材、文化（コンテンツ等）、経済面での連携の強化、国際展開の推進

成功事例のモデル化や地域特有のノウハウの蓄積
及びそれらのフィードバックコンソーシアムの

立ち上げ準備

システム構築・運用・サービスビジネスの
提供について複数の案件を獲得

世界各国での本格導入開始

官民一体となった
ファイナンスの支援

グローバルインフラ
人材育成

関連基盤技術の国際標準化推進

成
果
検
証

官民一体となったファイナンスの支援

グローバルインフラ人材育成

関連基盤技術の国際標準化推進

コンソーシアム
の立ち上げ

対象国・分野の
調査分析

戦略ロードマップ
策定



アジア諸国の研究者との人的なネットワークの強化

アジア連携ネットワーク基盤の構築 工程表

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

15

テストベッド拡充
･機能強化

国内外の研究機関、ユーザ等と連携し、テストベッドを活用した国際共同研究を推進
（国際連携の進捗等を踏まえつつ回線構成を拡充）

アジア内の研究開発ネットワーク基盤の整備

国際共同研究、海
外研究者の招聘、
国際研究集会への

助成の充実

年間１０件以上（うち半数以上をアジア諸国）の国際共同研究の助成

年間２０名以上（うち半数以上をアジア諸国）の海外研究者招聘の支援

年間１０件以上（うち半数以上をアジア諸国）の国際研究集会の助成

【自動音声翻訳技術】

【音声・言語コミュニ
ケーション技術】

《第１フェーズ：観光分野の自動音声翻訳システム》

基盤技術の開発 応用技術の開発

《第２フェーズ：多分野、多言語への対応》

２０１３年までに旅行・観光分野におけるサービスを実用化。
以降、医療・教育等多分野において順次、サービス展開・普及

【知識・言語
グリッド】

基盤技術の開発

基盤技術の開発

応用技術の開発

《第１フェーズ：基盤技術の研究開発》
順次、「知識・言語グリッド」を活用した

サービス展開・普及

2015年までに一般会話
レベルを実現する音声・
言語基盤技術を確立し、
順次サービス展開・普及

基盤技術の
高度化《第１フェーズ：基盤技術の研究開発》

ユニバーサル音
声・言語コミュニ
ケーション技術の

研究開発

機能強化の検討
（次世代ｸﾗｳﾄﾞ、新世代NW等）



2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

ODAを活用したICT社会基盤整備事業の形成

ＯＤＡを活用した
社会基盤整備及び
人材育成の推進

アジア高度人材育
成ネットワークの

形成

ODA案件形成のための調査研究等

国内ODA関係者
との意見交換・調整

人材育成研修・政策対話・研究者交流

育成人材のデータベースの構築・活用

【各国からの参加者等を登録】 【データベースに集約された
過去の交流内容等を活用】

【相手国のニーズ等を反映】

【関係機関との連携を強化】

ファイナンス面での支援の充実・ＯＤＡ資金の活用 工程表
16

政策金融制度の対
象範囲・対象国の

拡大

政府系金融機関・財政投融資等の活用によるリスクマネー供給の促進・
成長戦略分野への重点的な資金供給・地域金融の活性化 官民総動員による成長マネーの供給

海外投資保険における政策変更リスクの引受相談開始・海外の販売拠点を通じた取引に伴うリスクに対するてん補・
ストックセールスの対象拡大・輸出保証保険のてん補範囲の拡大

【JBIC】

【NEXI】



研究開発戦略 工程表①

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

17

脳活動の統合的活
用による情報通信
技術、脳の仕組み
を活かしたイノ

ベーション創成型
研究開発

基盤技術開発

[脳活動の統合的活用による情報通信技術の研究開発]

基盤技術開発

［利用者が頭の中で考えた動作・意図を推定し、ネットワークを介して機械に伝える技術の研究開発］

製品開発

[国による基盤技術の研究開発]
[民間企業による製品開発、普及展開]

基盤技術開発

[ライフサポート型ロボット技術に関する研究開発]

実証実験 製品開発 段階的に市場展開
脳とＩＣＴに関する
技術を活用した
生活・介護

ロボットの実現

脳とＩＣＴに関する
技術を活用した

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ支援
の実現

脳とＩＣＴに関する
技術を活用した

情報通信システ
ムの実現

基盤技術開発

［脳の優れた特徴を活かした省エネで自律的に動くネットワークの制御技術の研究開発］

実証実験・試験的導入

脳ライフログデータベース
構築技術の確立

脳の情報処理の特徴を組み込んだ
ネットワーク制御プログラムの試作

新世代ネットワー
ク基盤技術に関す
る研究開発(再掲)

基礎技術開発

大規模国際相互接続・社会実証

大規模ネットワーク実証

新世代ネットワーク推進フォーラムにおける産学官連携による取組

諸外国の関連機関との連携

ＩＴＵ－Ｔ FG-FN
における取組推進

ＩＴＵ－Ｔ SG13等における標準化の推進

［研究開発の実施、標準化の推進等］
［研究開発成果の実用化］

［普及展開］

新世代
ネットワーク
を実現

ネットワーク仮想化
基盤技術の確立

ユーザ指向ネットワーク
サービス基盤技術の確立

利用者の要求に応
じた複数の新しい
通信サービスを単
一の通信インフラ

上で実現



研究開発戦略 工程表② 18

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

いつでもどこでも
接続可能なブロー
ドバンドワイヤレ
ス技術の研究開発

移動通信システムの伝送速度１
０Gbps程度、近距離無線シス
テムの伝送速度６Gbps程度を

実現

アジア地域等への展開・
国際標準化

実証実験、ワイヤレステストベッド活用による標準化・市場投入支援

ITU-R、IEEE、3GPP等における標準化
アジア地域等における地域標準化、国際展開の推進

周波数の柔軟な利用を可能する
新たなﾜｲﾔﾚｽﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞｱｸｾｽ

の実現

【ホワイトスペース等の電波の更なる有効利用技術の研究開発】

実証実験、ワイヤレステストベッド活用による標準化・市場投入支援

【光ファイバ級の移動通信システム】【コードの要らないワイヤレスブロードバンド家電】等

超高速近距離無線技術・超高速
移動通信システム技術の確立

基盤技術開発

基盤技術開発 異種無線型ｺｸﾞﾆﾃｨﾌﾞ
無線技術の確立

ﾎﾜｲﾄｽﾍﾟｰｽ高度
利用技術の確立

超高速ﾍﾞｰｽﾊﾞﾝﾄﾞ・高周波混載
回路技術の確立

基盤技術開発

基盤技術開発

基盤技術開発

基盤技術開発

製品開発・市場展開 ノード機器の処理速度１０倍
消費電力１／３

製品開発・
市場展開

ノード機器の
消費電力１／５

エクサ
bps級の
伝送容量

ルータの
処理速度
１０倍

消費電力
１／１０

フォトニックネッ
トワーク技術・超
高速光エッジノー
ド技術の研究開発

【高速・低消費電力ノード】

【グリーン光
ネットワーク制御】

【革新的光多重通信】

【オール光ルータ】

基盤技術開発【量子情報通信】
鍵配送テストベッド試験 統合試験ネットワークアーキテクチャ確立

量子もつれ伝送実証

量子中継要素技術試作

サブシステム作製

光電子融合型ルータ

プロトタイプ作製 実証試験

オール光化

プロトタイプ作製 多重伝送試験性能評価ファイバ仕様策定

統合試験装置設計・試作機能設計

マルチモード伝送
マルチコア光ファイバ伝送

モジュール作製

量子暗号ネットワーク
光技術
による

量子通信

の実現
製品開発・

段階的に市場展開

製品開発・
段階的に市場展開

基盤技術開発 製品開発 順次市場展開

製品開発・
段階的に市場展開



研究開発戦略 工程表③

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

19

研究開発成果を活用した
製品・サービスの商用化の支援

研究開発成果を活用した
製品・サービスの普及展開の支援

日本発のクラウド連携技術の標準化を行う
「グローバルクラウド基盤連携技術フォーラム（GICTF）」の活動支援

ＩＴＵ－Ｔ及び諸外国の標準化団体等における
クラウドに関係する標準化の推進

高信頼・省電力なクラウド制御技術の確立 商用化・成果展開 クラウドに関する市場の拡大を促進

［標準化・研究開発の推進］

［研究開発成果の商用化］ ［製品・サービスの普及］

「最先端のグリーンクラウド基盤構築に向けた研究開発」の実施最先端グリーン
クラウド基盤技術
（クラウドサービ
スを支える高信

頼・省電力ネット
ワーク制御技術）

(再掲)

革新的な3次元映
像技術による超臨
場感コミュニケー
ション技術の研究

開発

基盤技術開発

基盤技術開発

基盤技術開発

標準化やガイドライン化に向けた取り組み

基盤技術を活用した
製品開発

2015年度までに、
画面サイズA6相当の
電子ホログラフィ
表示装置の実現

2015年度以降段階的
に超臨場感コミュニ
ケーションシステム

（高度遠隔医療システ
ム等）の実現

【電子ホログラフィ技術】

【高画質裸眼立体映像表示技術】

【超臨場感コミュニケー
ションシステム技術】

画面サイズ拡張方式の確立

奥行き情報と高精細映像を一台で取得する3
次元映像取得用カメラシステムの開発

多感覚の情報提示を組み合
わせた統合システムの試作

基盤技術開発

標準化 実証実験 実用化支援

人に優しい高度放送サー
ビスの実現

符号化技術・通信放送
連携基盤技術の確立

高度符号化技術・広
帯域伝送技術の確立

【情報分析・利活用基盤、センシング情報基盤技術に関する研究開発】

【超高精細映像技術】
【通信放送連携技術】



研究開発戦略 工程表④

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度
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最先端ネットワーク
セキュリティ技術に
関する研究開発

基盤技術開発

基盤技術開発

【クラウドセキュリティ】

【サイバー攻撃対策】

製品開発・市場展開

【セキュアネットワーク】
基盤技術開発

【次世代暗号基盤】
基盤技術開発

実証

実証

安心・安全な
ネットワーク
社会の実現

グローバルレベル
での防災・減災対策
に貢献する衛星通
信技術の研究開発

基盤技術開発

【災害時でも携帯電話で通話可能となる衛星通信技術】

【通信需要の変化に
対応できる衛星通信技術】

製品開発・市場展開

国際展開に向けた体制構築、海外市場等の動向を踏まえたニーズに基づく製品開発

【光ワイヤレス技術】 基盤技術開発

【衛星モバイルブロード
バンド技術】 基盤技術開発

実証

技術実証を通じたシステム開発

基盤技術開発

情報収
集・提供

システム
の確立

高度情報
通信衛星

システムの
確立

衛星モバイ
ルブロードバ

ンド地球局
の確立

災害時の通
信インフラ

の確立

先端的なネットワー
クにおけるセキュリ
ティ基盤技術を確立

実運用を通じたシステム改善、ノウハウ蓄積、国際連携体制の構築

様々なタイプのサイ
バー攻撃をリアルタイ
ムに検知・分析・予防
する基盤技術を確立
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2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

テストベッド拡充
･機能強化(再掲) 国内外の研究機関、ユーザ等と連携し、テストベッドを活用した国際共同研究を推進

（国際連携の進捗等を踏まえつつ回線構成を拡充）

アジア内の研究開発ネットワーク基盤の整備

アジア諸国の研究者との人的なネットワークの強化国際共同研究、海
外研究者の招聘、
国際研究集会への

助成の充実

年間１０件以上（うち半数以上をアジア諸国）の国際共同研究の助成

年間２０名以上（うち半数以上をアジア諸国）の海外研究者招聘の支援

年間１０件以上（うち半数以上をアジア諸国）の国際研究集会の助成

機能強化の検討
（次世代ｸﾗｳﾄﾞ、新世代NW 等） 国際連

携プロ
ジェク
トの推

進

基盤技術開発 数十Gbps級
無線の実現

【超高周波
無線通信】

【イメージング・分光分析】

製品開発・段階的に市場展開

基盤技術開発

高速・高感度化実時間・定量分析技術の確立

光デバイス利用送受信器 電子デバイス利用送受信器

実時間観察・
実時間定量分析

の実現
製品開発・段階的に市場展開

基盤技術開発 革新的
情報通信技術

の実現

革新機能創成技術
の研究開発

単一光子検出器
フルスペクトルセンシング

超高精度光周波数標準
300GHzまでの電磁波計測・較正技術

分子・シリコン
ハイブリッドセンサ

【バイオICT技術、標準時計測技術、電磁環境計測技術、先端ICT等の未来革新技術】等



国際標準化戦略 工程表①

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

技術規格の
策定・検証

IETF、IEEE、OSGi、ITU等の標準化団体における国際標準化の推進

環境負荷低減に資する技術の導入
環境負荷低減に資する

ＩＣＴサービスの実現・普及
［規格策定］

［実証実験等の実施］

［標準化の推進］

［製品・サービスの普及］

2020年度までに、
適用分野における

環境負荷を
現行比で10%以上

低減

ホーム
ネットワーク

研究開発成果を活用した
製品・サービスの商用化の支援

研究開発成果を活用した
製品・サービスの普及展開の支援

日本発のクラウド連携技術の標準化を行う
「グローバルクラウド基盤連携技術フォーラム（GICTF）」の活動支援

ＩＴＵ－Ｔ及び諸外国の標準化団体等における
クラウドに関係する標準化の推進

高信頼・省電力なクラウド制御技術の確立 商用化・成果展開 クラウドに関する市場の拡大を促進

［標準化・研究開発の推進］

［研究開発成果の商用化］
［製品・サービスの普及］

クラウドサービス

「最先端のグリーンクラウド基盤構築に向けた研究開発」の実施
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国際標準化戦略 工程表②

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2020 年度

W3C等フォーラムにおける国際標準化の推進

［標準化の推進］

［製品・サービスの普及］

［課題の検討
・規格策定］

［標準化の推進］

［製品・サービスの普及］

規格化された
技術の導入

デジタルサイネージに関する新たな
製品やサービスの実現・普及

デジタルサイ
ネージ市場の

拡大を促進

デジタルサイネージコンソーシアムと連携・強調、DPAA、ITU等で国際標準化の推進

［課題の検討
・規格策定］

次世代ブラウザに関する新たな製品や
サービスの実現・普及

次世代ブラウザ
に関する市場の

拡大を促進

次世代ブラウザ

デジタル
サイネージ

３Ｄテレビ

３Ｄテレビに関する
市場の拡大を促進

規格化された
技術の導入

３Ｄテレビに関する新たな製品や
サービスの実現・普及

MPEG, DVB, ITU等で国際標準化の推進

3Dコンテンツの安全性
に係る標準映像・評価手
法の標準化項目整理

ITU等で国際標準化の推進

3Dコンテンツの識別手法
の標準化項目整理

WEBとTVの連携機能、
ネットワーク型ブラウザ
の縦書き機能に関する検

討体制の整備

サイネージのコンテンツ
配信システムに関する検
討体制の整備

規格化された
技術の導入

［標準化の推進］

［製品・サービスの普及］

［課題の検討
・規格策定］
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